
新たな被害想定
【４年度第１回防災懇談会】

【練馬区の主な被害】
出火件数 28件
焼失棟数 11,004棟
避難者数 129,837人
死者数 314人

（要配慮者死者数 241人）

１ 家具転倒・ガラス飛散の防止

検討中の主な課題
【４年度第２回防災懇談会】

２ 避難行動の周知・
感震ブレーカーの設置促進

３ 在宅避難推進の取組

４ 個別避難計画の作成等

新たな被害想定を踏まえた災害対策の検討（最終とりまとめに向けた状況）

●これまでの主な議題 ●今回

テーマ１ 災害に強いまちづくり

テーマ２ 避難者対策

テーマ３ 避難行動要支援者対策

自助

共助

1

検討中の主な課題（中間報告）
【４年度第３回防災懇談会】

テーマ１ 災害に強いまちづくり

テーマ２ 避難者対策

テーマ３ 避難行動要支援者対策

マンション防災

避難者用物資の充実 など

建築物の不燃化

ブロック塀の撤去

初期消火力の向上（スタンドパイプ設置）

区民防災組織の育成

早期復旧に向けた生活再建支援 など

主な対策

テーマ１ 災害に強いまちづくり

テーマ２ 避難者対策

テーマ３ 避難行動要支援者対策



１ 家具転倒・ガラス飛散の防止

対策の方向性
• 区民一人ひとりが家具転倒防止やガラス飛散防止の対策
の重要性を認識してもらうよう周知・啓発する。

• 特に、避難行動要支援者の世帯に対して、重点的に対策
していく。

区と消防が連携して実施する「防火防災診断」の様子（イメージ）
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具体的な取組

１
防災学習センターの発災体験ツアーや防災企画展を通じて、
家具転倒防止などの重要性を周知・啓発する。

２
個別避難計画を作成する避難行動要支援者の世帯を中心
に、家具転倒防止器具等の設置を支援する。

３
「防火防災診断」により、高齢者等が暮らす住宅の防火防災
に対する安全性を確認するとともに、家具転倒防止等の取
組について周知・啓発する。

「防火防災診断」で周知している家具転倒防止器具の例 防災学習センターのＶＲ地震体験（発災体験ツアー）



対策の方向性
• 区民一人ひとりが自らを守る行動をとることができるよう、
一層周知・啓発する。

• 自宅から避難する際にはブレーカーを落とすなど、適切な避
難行動を引き続き周知する。

• 地震・火災リスクの高い、防災まちづくり事業実施地区（※１）

において、重点的に「感震ブレーカー」の設置を促進してい
く。

２ 避難行動の周知・感震ブレーカーの設置促進
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具体的な取組

１

「防災の手引」や区ＨＰに加え、訓練や講話を通じて、避難時の注意点
を周知・啓発する。また、５年度に実施される都の出火防止対策促進事
業（感震ブレーカー配布）（※２）に合わせて、周知・啓発する。感震ブ

レーカーについては、様々なタイプがあることや注意点を理解する必
要があり、丁寧な説明を行う。

２
防災まちづくり事業実施地区（※１）の木造住宅世帯を対象に、感震ブ

レーカーの設置を支援し、出火防止対策に取り組む。

３
特に配慮が必要な個別避難計画を作成する避難行動要支援者を対象
に、感震ブレーカーの設置を支援し、出火防止対策に重点的に取り組
む。

４
防災用品のあっせん事業のほか、出前防災講座やコースメニュー等で
感震ブレーカーの設置を促進する。

※１ 防災まちづくり事業実施地区
（密集事業実施地区・防災まちづくり推進地区）
東京都が感震ブレーカーを配布するエリアはこれとは異なります

その他の感震ブレーカーの例
（家全体の電気を遮断するタイプ）

※２ 東京都の出火防災対策促進事業

東京都は、都の定める木造住宅密集地域（区内
20町丁目：約1万9千世帯）に、設置したコン
セントのみ電気を遮断するブレーカーを配布予
定です。



３ 在宅避難推進の取組

対策の方向性
• 自宅が安全なときは自宅で避難生活するよう、在宅避難
を推進する。
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具体的な取組

１
自宅が安全な場合は在宅避難をすること、また在宅避難に
必要な備蓄を１週間分（最低でも３日分）確保することにつ
いて、訓練やイベント等で周知・啓発する。

２
区ＨＰ、区報、「防災の手引」、講座や講習会などを通じて、在
宅避難の必要性を分かり易く周知する。「防災の手引」を改
訂し、在宅避難の特集ページを新たに設ける。

３
防災学習センターの発災体験ツアーや防災企画展を通じて、
家具転倒防止などの重要性を周知・啓発する。

４
マンションにおける在宅避難が進むよう、マンション防災会
を対象に、応急給水栓やマンホールトイレの整備を支援する。

５

「中高層住宅の防災対策ガイドブック」を改訂し、マンション
防災会の結成や訓練支援、中高層住宅特有の被害に関する
周知・啓発など、管理組合の自助・共助意識の向上に取り組
む。

６
ねりま防災カレッジにおいて「中高層住宅向け防災講習会」
を実施し、中高層住宅特有の被害に備えた対策について周
知・啓発する。

防災企画展（区役所アトリウム）での防災用品の啓発

マンションの取組により導入された
マンホールトイレの例（横浜市）

現行の「中高層住宅の
防災対策ガイドブック」



４ 個別避難計画の作成等

対策の方向性
• 避難行動要支援者名簿の現況調査にあわせて、「どこ
へ」「だれと」避難するかあらかじめ定めておく個別避
難計画の作成を進め、避難行動要支援者への支援をより
一層強化していく。

• 計画作成と合わせて、避難行動要支援者の在宅避難、災
害時の自宅内の安全性向上につながる取組を進める。
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具体的な取組

１

個別避難計画の作成を進め、避難行動要支援者の円滑な安
否確認や避難支援に向けて支援体制をより一層強化する。
個別避難計画の作成にあたり、計画に記載する避難先の整
理、避難支援実施者の確保等の課題への対応を検討する。

２
「災害にそなえて」を改訂し、避難行動要支援者名簿の現況
調査に同封し、在宅避難や災害時の自宅内の安全性向上に
つなげる。

３
個別避難計画を作成する避難行動要支援者の世帯を中心に、
家具転倒防止器具等の設置を支援する。【再掲】

避難行動要支援者宅の安否確認の様子（イメージ）

避難行動要支援者等に向け発行している「災害にそなえて」


